
規
制
の
導
入
経
緯
と
概
要

⑴
国
際
的
な
規
制
導
入
の
動
き

　

Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
（ L

ondon   In-

terbank O
ffered R

ate

）
は
、

ロ
ン
ド
ン
銀
行
間
取
引
市
場
に
お
け

る
資
金
取
引
の
指
標
金
利
で
あ
り
、

貸
付
金
利
や
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
の

価
格
の
基
準
と
し
て
世
界
中
で
使
用

さ
れ
て
い
る
。
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
は
、
各

金
融
機
関
か
ら
呈
示
さ
れ
た
デ
ー
タ

に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ
て
い
る
が
、

イ
ギ
リ
ス
当
局
等
の
調
査
に
よ
り
、

金
融
機
関
が
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
で

利
益
を
得
る
こ
と
等
を
目
的
と
し
て

Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の
値
を
不
正
に
操
作
し

よ
う
と
し
て
い
た
こ
と
が
２
０
１
２

年
に
発
覚
し
た
。

　

こ
の
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の
不
正
操
作
事

案
に
よ
り
、
金
融
指
標
の
信
頼
性
に

疑
念
が
生
じ
た
こ
と
を
契
機
と
し
て
、

国
際
的
に
公
的
規
制
の
導
入
に
つ
い

て
検
討
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

証
券
監
督
者
国
際
機
構
（ Inter-

national O
rganization of S

e-

curities C
om

m
issions

：
Ｉ
Ｏ
Ｓ

Ｃ
Ｏ
）
は
、
２
０
１
３
年
７
月
公
表

の
「
金
融
指
標
に
関
す
る
原
則
の
最

終
報
告
書
」（
以
下
、「
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ

報
告
書
」）
に
お
い
て
、
金
融
市
場

で
利
用
さ
れ
て
い
る
指
標
に
つ
い
て
、

そ
の
算
出
者
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
や
指
標

の
品
質
、
指
標
の
算
出
手
法
の
品
質
、

算
出
者
の
説
明
責
任
に
関
す
る
19
の

原
則
（
以
下
、「
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
原

今
年
５
月
29
日
に
金
融
指
標
の
規
制
を
内
容
と
す
る
改
正
金
融
商
品
取
引
法
が
施
行
さ
れ
、
日
本

円
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
お
よ
び
ユ
ー
ロ
円
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
と
、
こ
れ
ら
の
金
融
指
標
の
算
出
者
で
あ
る
全
銀

協
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
運
営
機
関
が
規
制
対
象
と
し
て
指
定
さ
れ
た
。
他
方
、
民
間
に
お
い
て
も
、
金
融

指
標
の
信
頼
性
の
向
上
に
向
け
た
金
融
指
標
の
改
革
が
継
続
的
に
進
め
ら
れ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、

金
融
指
標
の
規
制
に
関
す
る
法
令
と
、金
融
指
標
改
革
に
係
る
こ
れ
ま
で
の
動
き
を
概
観
す
る
。な

お
、
本
稿
中
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
筆
者
の
個
人
的
見
解
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。
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則
」）
を
公
表
し
た
。

　

イ
ギ
リ
ス
で
は
、
12
年
12
月
に

「
２
０
１
２
年
金
融
サ
ー
ビ
ス
法
」

が
成
立
す
る
と
と
も
に
、
13
年
３
月

に
は
関
連
規
則
が
制
定
さ
れ
、
算
出

者
お
よ
び
金
融
指
標
の
算
出
の
基
礎

と
な
る
デ
ー
タ
の
呈
示
者
に
対
す
る

規
制
・
監
督
の
枠
組
み
と
し
て
、
利

益
相
反
の
防
止
や
開
示
規
制
、
不
正

行
為
の
疑
い
の
特
定
・
報
告
等
の
措

置
が
講
じ
ら
れ
る
（
13
年
４
月
施

行
）
な
ど
、
引
き
続
き
改
革
が
進
め

ら
れ
て
い
る
。

　

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
、
欧
州
委
員
会

が
13
年
９
月
、
金
融
指
標
に
関
す
る

規
則
（E

U
  R

egulation  on fi-

nancial benchm
arks

）
案
を
公

表
し
、
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
原
則
を
ふ
ま
え

た
金
融
指
標
の
算
出
・
公
表
等
に
関

す
る
規
制
内
容
を
示
し
た
。
現
在
、

同
規
則
の
最
終
化
を
目
指
し
て
、
欧

州
委
員
会
、
欧
州
議
会
、
閣
僚
理
事

会
の
間
で
協
議
が
進
め
ら
れ
て
い
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。

⑵
改
正
金
商
法
の
成
立

　

わ
が
国
に
お
い
て
も
、
金
融
指
標

の
規
制
の
枠
組
み
に
つ
い
て
検
討
を

行
う
た
め
、
金
融
庁
に
お
い
て
「
金

融
指
標
の
規
制
の
あ
り
方
に
関
す
る

検
討
会
」
が
開
催
さ
れ
、
13
年
11
月

28
日
か
ら
計
３
回
に
わ
た
り
議
論
が

行
わ
れ
、
同
年
12
月
25
日
に
報
告
書

（
以
下
、「
本
報
告
書
」）
が
公
表
さ

れ
た
。

　

本
報
告
書
を
ふ
ま
え
、
昨
年
５
月

23
日
、
金
融
指
標
の
規
制
を
内
容
と

す
る
改
正
金
融
商
品
取
引
法
（
以
下
、

「
改
正
法
」）
が
可
決
・
成
立
し
、

同
月
30
日
に
公
布
さ
れ
た
（
図
表

１
）。

　

改
正
法
に
お
い
て
は
、
公
的
規
制

の
対
象
と
な
る
金
融
指
標
を
「
特
定

金
融
指
標
」
と
定
め
、
そ
の
算
出
者

を
「
特
定
金
融
指
標
算
出
者
」
と
し

て
指
定
す
る
こ
と
と
し
、
業
務
規
程

の
策
定
・
遵
守
を
義
務
付
け
る
と
と

も
に
、
検
査
・
監
督
の
枠
組
み
を
適

用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
金
融
商
品
取
引
業
者
等
や

金
融
商
品
仲
介
業
者
が
、
特
定
金
融

指
標
算
出
者
に
対
し
、
特
定
金
融
指

標
の
算
出
の
基
礎
と
な
る
情
報
を
提

供
す
る
場
合
に
、
自
己
ま
た
は
第
三

者
の
利
益
を
図
る
目
的
で
、
正
当
な

根
拠
を
有
し
な
い
情
報
を
提
供
す
る

行
為
に
つ
い
て
、
新
た
に
罰
則
規
定

が
設
け
ら
れ
た
（
法
38
条
７
号
、
66

条
の
14
第
１
号
ハ
）。
法
定
刑
は
、

行
為
者
に
つ
い
て
は
、
３
年
以
下
の

懲
役
も
し
く
は
３
０
０
万
円
以
下
の

罰
金
ま
た
は
併
科
（
法
１
９
８
条
２

号
の
３
）、
法
人
に
つ
い
て
は
３
億

円
以
下
の
罰
金
と
な
っ
て
い
る
（
法

２
０
７
条
１
項
３
号
）。

⑶
制
度
の
概
要

　

改
正
法
の
成
立
を
受
け
、
金
融
商

品
取
引
法
施
行
令
（
以
下
、「
金
商

法
施
行
令
」）
を
一
部
改
正
す
る
と

と
も
に
、
特
定
金
融
指
標
算
出
者
に

関
す
る
内
閣
府
令
（
以
下
、「
金
融

指
標
府
令
」）
が
新
設
さ
れ
、
今
年

５
月
15
日
に
公
布
さ
れ
た
。

　

改
正
法
で
は
、
特
定
金
融
指
標
算

出
者
は
内
閣
府
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
特
定
金
融
指
標
算
出
業
務

（
特
定
金
融
指
標
の
算
出
お
よ
び
公

表
を
行
う
業
務
を
い
う
）
に
関
す
る

業
務
規
程
を
定
め
、
指
定
を
受
け
た

日
か
ら
政
令
で
定
め
る
期
間
内
に
内

閣
総
理
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（
金
商

法
１
５
６
条
の
87
）。

　

業
務
規
程
の
記
載
事
項
は
、
本
報

告
書
に
お
い
て
、
特
定
金
融
指
標
算

出
者
に
対
し
て
は
、
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
原

則
に
沿
っ
た
必
要
記
載
事
項
を
内
容

と
す
る
業
務
規
程
を
作
成
さ
せ
る
こ

と
が
適
当
と
さ
れ
た
こ
と
を
ふ
ま
え

て
規
定
さ
れ
て
い
る
（
金
融
指
標
府

令
９
条
１
項
。
図
表
２
）。
具
体
的

に
は
、
特
定
金
融
指
標
の
算
出
お
よ

び
公
表
に
係
る
方
針
お
よ
び
方
法

（
１
号
）、
特
定
金
融
指
標
に
よ
る

評
価
の
対
象
と
な
る
経
済
的
価
値
を

正
確
か
つ
確
実
に
評
価
す
る
た
め
に

算
出
基
礎
情
報
（
特
定
金
融
指
標
の

算
出
の
基
礎
と
な
る
情
報
）
が
満
た

す
べ
き
基
準
に
関
す
る
事
項
（
４

号
）、
情
報
提
供
者
（
特
定
金
融
指

標
算
出
者
に
算
出
基
礎
情
報
を
提
供

す
る
者
）
が
遵
守
す
べ
き
事
項
で
あ

る
行
動
規
範
に
規
定
す
る
事
項
（
16

号
）
等
に
関
す
る
事
項
を
、
業
務
規

程
に
記
載
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
。
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ま
た
、
業
務
規
程
の
認
可
を
受
け

る
期
限
に
つ
い
て
は
、
規
制
の
実
効

性
を
確
保
す
る
た
め
、
可
及
的
速
や

か
に
業
務
規
程
が
策
定
さ
れ
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
一
方
で
、
算
出
者
に

お
い
て
十
分
な
準
備
期
間
を
確
保
す

る
観
点
か
ら
、
指
定
を
受
け
た
日
か

ら
６
カ
月
と
規
定
し
て
い
る
（
金
商

法
施
行
令
19
条
の
11
）。
な
お
、
外

国
の
者
に
つ
い
て
は
、
業
務
規
程
を

策
定
し
て
認
可
を
取
得
す
る
た
め
に
、

よ
り
長
期
間
を
要
す
る
可
能
性
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
金
融
庁
長
官
の
承
認

を
得
る
こ
と
に
よ
り
、
期
限
を
伸
長

す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
規
定
が
設

け
ら
れ
て
い
る
（
同
条
た
だ
し
書
）。

⑷
規
制
対
象
と
な
る
金
融
指
標

　

規
制
対
象
と
な
る
金
融
指
標
に
つ

い
て
は
、
本
報
告
書
に
お
い
て
、
ま

ず
は
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
（
注
１
）
を
規
制
対

象
と
す
る
こ
と
を
基
本
に
す
え
る
こ

と
が
提
言
さ
れ
た
こ
と
を
ふ
ま
え
、

５
月
29
日
、
金
融
庁
長
官
の
告
示
に

よ
り
日
本
円
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
と
ユ
ー
ロ

円
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
が
特
定
金
融
指
標
と

し
て
定
め
ら
れ
た
。
ま
た
、
こ
れ
ら
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〔図表１〕 金融指標に係る規制の導入（２条40項、38条、５章の７関係）

１.　 特定金融指標算出者と呈示者との間で「行
動規範」（※）を締結させ、特定金融指標算
出者を通じて間接的に規律付け
※ 「業務規程」のなかに「行動規範」に関する
事項を記載（156条の87）

２.　 金融商品取引業者等である呈示者に対し、
データの不正呈示を禁止（38条 禁止行為）

ＩＯＳＣＯ（証券監督者国際機構）
「金融指標に関する原則」

１．算出者のガバナンス
• 算出プロセスに対する第一義的責任
• 利益相反の特定・開示・管理・回避

２．指標の品質
•  指標の元データの使用順序、専門家の判 

  断に関する指針の作成・公表
３．指標の算定手法の品質
• 指標算出方針の公表
• 呈示者の行動規範の策定・公表

４．算出者の説明責任
• 独立した内部または外部監査人の任命
• 記録保持、当局に対する文書の提出等

特定金融指標算出者に対する規制（５章の７ 特定金融指標算出者）

金融取引の基礎として広範に利用されている特定の金融指
標（※）について、その信頼性を確保すること
（※「特定金融指標」（２条 定義）：公的機関が政策目的で算出す
る金融指標は対象外）

規制の目的

【規制の枠組み】（156条の85 特定金融指標算出者の指定）
特定金融指標の算出者を「指定」（規制対象として、当面
は「ＴＩＢＯＲ」 （東京銀行間取引金利）の算出者を想定）

【業務規程の作成・遵守】（156条の87 業務規程）
指定を受けた算出者（※）に対し、ＩＯＳＣＯの「金融指標
に関する原則」に沿った記載事項を内容とする「業務規程」
の作成・遵守等を義務付け（※「特定金融指標算出者」）

【検査・監督の枠組み】
（156条の89 報告の徴取及び検査、156条の90 改善命令等）
報告徴取・立入検査等の検査・監督の枠組みを整備

規制の概要

呈示者に対する規律

金融商品
金融庁

「行動規範」による 
規律付け

指定
検査・監督

参照

金融指標の算出 データの呈示

特定金融指標算出者

呈示者

呈示者

呈示者

整合性

特定金融指標



の
金
融
指
標
の
算
出
者
で
あ
る
全
銀

協
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
運
営
機
関
が
特
定
金

融
指
標
算
出
者
と
し
て
指
定
さ
れ
た
。

金
融
指
標
改
革
に
係
る

そ
の
他
の
動
き

⑴
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
原
則
の
遵
守
状
況
の

自
己
評
価

　
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
報
告
書
で
は
、
各
金

融
指
標
の
算
出
者
に
対
し
、
Ｉ
Ｏ
Ｓ

Ｃ
Ｏ
報
告
書
の
公
表
か
ら
12
カ
月
以

内
に
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
原
則
の
遵
守
状
況

を
自
己
評
価
し
、
結
果
を
開
示
す
る

こ
と
を
求
め
て
い
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
わ
が
国
で
は
、

全
銀
協
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
運
営
機
関
の
ほ

か
、
日
経
平
均
株
価
等
の
運
営
機
関

で
あ
る
日
本
経
済
新
聞
社
、
Ｔ
Ｏ
Ｐ

Ｉ
Ｘ
等
の
運
営
機
関
で
あ
る
東
京
証

券
取
引
所
、
公
社
債
売
買
参
考
統
計

値
等
の
運
営
機
関
で
あ
る
日
本
証
券

業
協
会
が
、
そ
れ
ぞ
れ
昨
年
７
月
、

同
原
則
の
遵
守
状
況
を
自
社
Ｈ
Ｐ
で

開
示
し
た
。

⑵
Ｆ
Ｓ
Ｂ
報
告
書
﹁
主
要
な
金
利
指

標
の
改
革
﹂
へ
の
対
応
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〔図表２〕 ＩＯＳＣＯ原則と金融指標府令（９条）の対応関係

内閣府令 ＩＯＳＣＯ原則

１ 特定金融指標の算出および公表に係る方針およ
び方法（特定金融指標算出公表方針等） 11 算出方針の内容（Content of Methodology）

２ 特定金融指標算出公表方針等の変更 12 算出方針の変更（Changes to the Methodology）

３ 特定金融指標を設計するために考慮すべき事項 ６ 指標の設計（Benchmark Design）

４・５ 特定金融指標の算出の基礎となる情報等および専門家の判断が満たすべき基準 ７ データの十分性（Date Sufficiency）

６ 特定金融指標の算出の基礎となる情報等および
専門家の判断を使用する際の優先順位 ８ データの使用順序（Hierarchy of Data Inputs）

７ 特定金融指標の算出の根拠の公表 ９ 指標の透明性（Transparency of Benchmark De-
terminations）

８ 特定金融指標による評価の対象となる経済的価
値の検証 10 定期的な見直し（Periodic Review）

９ 特定金融指標算出業務に係る利益相反の防止 ３ 運営機関の利益相反（Conflicts of Interest for 
Administrators）

10 内部監督部門 ５ 内部監査（Internal Oversight）

11 特定金融指標算出者の 体制整備
４ 運営機関の統制枠組み（Control Framework for 

Administrators）

15 データの収集に関する内部統制（Internal Con-
trol over Data Collection）

12 内部通報制度 ４ 運営機関の統制枠組み（Control Framework for 
Administrators）

13 苦情処理制度 16 苦情処理手続（Complaints Procedures）

14 情報管理・秘密保持

15 規制当局に対する報告等を遂行するための体制
整備 19 規制当局との連携（Cooperation with Regulatory 

Authorities）

16 呈示者の行動規範 14 呈示者の行動規範（Submitter Code of Conduct）

17 特定金融指標算出業務の委託 ２ 第三者の監督（Oversight of Third Parties）

18 特定金融指標算出業務に係る外部監査 17 監査（Audits）

19 業務規程の公表

20 特定金融指標の算出の継続が困難となる場合に
おける措置 13 移行（Transition）



　

金
融
安
定
理
事
会
（F

inancial 

Stability B
oard

：
Ｆ
Ｓ
Ｂ
）
は
、

世
界
の
主
要
な
金
利
指
標
で
あ
る
Ｌ

Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
、
Ｅ
Ｕ
Ｒ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
、
Ｔ

Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ

原
則
の
遵
守
状
況
の
レ
ビ
ュ
ー
を
実

施
し
、
昨
年
７
月
公
表
の
報
告
書

「
主
要
な
金
利
指
標
の
改
革
」（
以

下
、「
Ｆ
Ｓ
Ｂ
報
告
書
」）
に
お
い
て

そ
の
結
果
を
公
表
し
た
。

　
Ｆ
Ｓ
Ｂ
報
告
書
は
、
い
ず
れ
の
指

標
に
つ
い
て
も
、
お
お
む
ね
原
則
が

遵
守
さ
れ
て
い
る
と
評
価
す
る
一
方
、

今
後
の
共
通
課
題
と
し
て
、
算
出
に

用
い
る
デ
ー
タ
の
十
分
性
、
指
標
の

経
済
実
態
の
反
映
、
指
標
の
決
定
プ

ロ
セ
ス
の
透
明
性
の
原
則
が
遵
守
さ

れ
る
べ
き
こ
と
を
指
摘
し
た
。
そ
の

う
え
で
、
各
金
融
指
標
算
出
者
に
対

し
て
は
、
よ
り
実
取
引
に
裏
打
ち
さ

れ
た
代
替
指
標
の
採
択
と
実
行
可
能

性
に
つ
い
て
の
検
討
を
行
う
こ
と
を

求
め
て
い
る
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
全
銀
協
Ｔ
Ｉ
Ｂ

Ｏ
Ｒ
運
営
機
関
は
昨
年
12
月
に
新
た

な
改
革
案
を
策
定
し
、
市
中
協
議
を

行
っ
た
。
改
革
案
に
お
い
て
は
、
よ

り
実
取
引
に
裏
打
ち
さ
れ
た
金
利
指

標
の
あ
り
方
と
し
て
、
①
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ

Ｒ
の
現
行
の
定
義
を
変
更
し
て
、
評

価
対
象
市
場
を
イ
ン
タ
ー
バ
ン
ク
市

場
か
ら
ホ
ー
ル
セ
ー
ル
市
場
に
拡
大

す
る
案
と
、
②
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の
現
行

の
定
義
を
維
持
し
つ
つ
、
算
出
方
法

の
明
確
化
を
図
る
案
が
示
さ
れ
て
い

る
。
現
在
、
全
銀
協
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
運

営
機
関
に
お
い
て
、
提
出
さ
れ
た
意

見
を
ふ
ま
え
、
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の
あ
り

方
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討
が
行
わ

れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｆ
Ｓ
Ｂ
報
告
書
で
は
、
Ｔ

Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
等
の
既
存
の
金
利
指
標
の

強
化
と
は
別
に
、
銀
行
の
ク
レ
ジ
ッ

ト
・
リ
ス
ク
等
を
反
映
し
な
い
リ
ス

ク
・
フ
リ
ー
・
レ
ー
ト
を
特
定
す
べ

き
こ
と
も
提
言
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
等
の
金
融
取
引

で
は
、
よ
り
強
固
な
市
場
の
基
礎
の

上
に
構
築
さ
れ
た
リ
ス
ク
・
フ
リ
ー

・
レ
ー
ト
を
参
照
す
る
こ
と
が
適
切

と
の
観
点
か
ら
、
金
融
業
界
に
対
し

て
、
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
原
則
を
満
た
す
リ

ス
ク
・
フ
リ
ー
・
レ
ー
ト
を
特
定
す

る
こ
と
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
。

　
Ｆ
Ｓ
Ｂ
報
告
書
で
は
、
リ
ス
ク
・

フ
リ
ー
・
レ
ー
ト
の
実
現
可
能
性
の

評
価
等
を
行
う
よ
う
、
中
銀
お
よ
び

監
督
当
局
が
市
場
参
加
者
に
対
し
て

促
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
わ
が
国
で
は
今

年
４
月
、
リ
ス
ク
・
フ
リ
ー
・
レ
ー

ト
の
主
要
な
利
用
者
と
な
り
う
る
金

融
機
関
等
を
メ
ン
バ
ー
と
す
る
「
リ

ス
ク
・
フ
リ
ー
・
レ
ー
ト
に
関
す
る

勉
強
会
」（
事
務
局
：
日
本
銀
行
）

が
設
置
さ
れ
、
現
在
、
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
（
注
２
）。

今
後
の
見
通
し

　

金
融
指
標
は
、
貸
付
金
利
や
デ
リ

バ
テ
ィ
ブ
取
引
の
価
格
の
基
準
な
ど
、

金
融
市
場
に
お
い
て
幅
広
く
用
い
ら

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
金
融
指
標
の

信
頼
性
の
確
保
は
、
金
融
取
引
の
信

頼
性
を
確
保
す
る
う
え
で
不
可
欠
で

あ
る
。

　

わ
が
国
に
お
い
て
は
改
正
法
が
施

行
さ
れ
、
指
標
の
信
頼
性
向
上
に
向

け
た
制
度
整
備
が
整
っ
た
と
こ
ろ
で

あ
る
。
引
き
続
き
、
国
内
外
の
関
係

者
間
に
お
い
て
、
金
融
指
標
の
信
頼

性
確
保
に
向
け
た
取
組
み
が
進
め
ら

れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

（
注
） １　

T
okyo Interbank O

ffered 
R

ate

の
略
。
本
邦
無
担
保
コ
ー
ル
市

場
（
日
本
円
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の
場
合
）

ま
た
は
本
邦
オ
フ
シ
ョ
ア
市
場
（
ユ

ー
ロ
円
Ｔ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の
場
合
）
に
お

け
る
資
金
取
引
の
市
場
実
勢
を
示
す

指
標
金
利
の
こ
と
。

２　

英
米
に
お
い
て
も
同
様
に
検
討

が
行
わ
れ
て
い
る
。

な
か
む
ら　

か
お
り

06
年
金
融
庁
入
庁
。
14
年
７
月
か
ら

市
場
課
、
15
年
7
月
か
ら
総
務
企
画

局
企
画
課
保
険
企
画
室
課
長
補
佐
。

つ
か
も
と　

あ
き
ひ
ろ

弁
護
士
。
08
年
Ｔ
Ｍ
Ｉ
総
合
法
律
事

務
所
入
所
、
13
年
任
期
付
公
務
員
と

し
て
金
融
庁
入
庁
、
15
年
Ｔ
Ｍ
Ｉ
総

合
法
律
事
務
所
に
復
帰
。
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